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●総合計画構成図

基本計画

実施計画

本市は、2018年度（平成30年度）を目標年次とする第１次姶良市総合計画を、2011年度（平成23年
度)に策定し、「県央の良さを活かした、県内一くらしやすいまちづくり」という基本理念のもと、総合的、計
画的に「まちづくり」を進めてきました。
この間、県内の市としては唯一人口が増加する「まち」として発展してきた一方で、少子高齢化は確実に
進行しています。また、財政状況が厳しさを増す中で、多様化する市民ニーズ、高度情報化の進展など、本
市を取り巻く社会情勢が大きく変動しているだけでなく、地方分権により市政に求められる役割がますま
す複雑化・多様化してきています。
このような時代にあっては、長期的、戦略的な視点を持って、本市がめざすべき「まちのすがた」を明確
に示し、市民と行政、事業者と行政がめざす将来像を共有して、まちづくりを進める必要があります。
そのため、本市がめざす将来の姿と、それを実現していくために総合的に取り組むべき施策の柱として

「第２次姶良市総合計画」を策定しました。

まちづくりの基本理念や目標人口を掲げ、それを実現するために取り組む基本的
な枠組みです。
計画期間　2019年度（平成31年度）から2026年度までの８年間

基本構想に掲げた政策を具体的に示すとともに、それを実現するために進めていく
取組や、計画を着実に推進していくための考え方を示しています。
計画期間　・前期基本計画：2019年度（平成31年度）から2022年度までの４年間
　　　　   ・後期基本計画：2023年度から2026年度までの４年間

基本計画で示された施策の体系に基づき、具体的な事務事業の内容と事業の規模を明
らかにしたもので、年次別の３か年計画を策定し、毎年度見直しを行います。

■総合計画策定の趣旨

■総合計画の構成と計画期間

基本構想

基本構想　総合計画の策定にあたって

●総合計画期間表

2019   　2020　   2021　   2022　   2023　   2024　   2025 　  2026
８年間

前期基本計画　４年間
第１次実施計画　３年間

第２次実施計画　３年間
第３次実施計画　３年間

第４次実施計画　３年間
第５次実施計画　３年間

第６次実施計画　３年間
第７次

第８次

後期基本計画　４年間
基本構想
基本計画

実施計画

県央という地勢が創り
出す姶良市の可能性
(ポテンシャル)を活かす

【目標人口 （2025年）】

80,000人

「くらしやすさ」
をさらに高める

「協働」を
深化させる

基本理念とは、まちづくりを行って
いく上で、最も重要な基本姿勢であ
り、また、長期にわたって目指すべき方
向性と本市独自のまちづくりの在り方
を示すものです。 
本市は、自然災害から市民を守り、
県央に位置する利便性や、自然の恵
み、豊富な人材による知徳を活かしな
がら、都市的な機能と田園が融合した
まちとして、持続的に発展させるため
に、本市の持つ潜在的な可能性を活
かし、市民と一体となった、多様性豊か
な魅力あるまちづくりを進めます。

国立社会保障・人口問題研究所※1では、
2040年には62,928人、そして2060年には
51,633人と推計しているのに対し、本市の
人口ビジョンでは、地方創生の取組※2を実施
することにより、2040年には77,481人、そし
て2060年には70,080人に引き上げること
を目標としました。
第２次姶良市総合計画においては、常に将

来を見据え、時機を失することのないよう、常に人口動態※3を把握しつつ、適切な施策を推進することを人
口増加対策の基本的な姿勢とし、計画の目標年次の前後である2025年に人口８万人を達成することを目
標とします。

基本構想　まちづくりの基本理念

■地方創生の取組と人口の将来展望

可能性全開！
夢と希望をはぐくむ まちづくり
～ひとりひとりが主役 住みよい県央都市　あいら～

※1 国立社会保障・人口問題研究所：厚生労働省に設置されている国立の研究機関で、人口問題、社会保障について調査研究している
※2 地方創生の取組：2016 年 3 月に策定した「姶良市総合戦略」に掲げた４つの基本目標を達成するために実施する各種事業について、事業効果

の検証をしながら、着実に推進すること
※3 人口動態：自然動態 (人口の自然増減 )と社会動態 (社会増減 )を合計した人口の動き
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基本理念の実現や目標人口の達成に向け、取り組むべき基礎的な分野について、６つの政策を掲げ、
まちづくりを実践します。

施策の大綱

※1 校区コミュニティ協議会：小学校区を単位としたコミュニティ組織で、姶良市内全 17校区に設置されている

※4 行政改革大綱：2016年３月に第２次姶良市行政改革大綱を策定し、「市民満足度の向上」と「健全な財政運営」を目指すべき行政運営の姿として、
安定的な行財政基盤の確立に向けて取り組んでいます

※5 高等教育機関：初等教育 ( 幼稚園、小学校 )、中等教育 ( 中学校、高等学校など ) の上に続く段階の教育で大学、大学院、高等専門学校、専修学
校などの教育機関

※2 ＮＰＯ：Non-Profit Organizationの略称で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称
※3 行政評価制度：市が実施する政策、施策、事務事業について、要した費用に対する効果や成果を測定・評価・検証し、さらに効果的・効率的な方法・

手段に改善する手法

市民一人一人が、まちづくりの主役として、ともに支え合い、助け合うことで、市民や行政と協働する環境が育
まれます。そして校区コミュニティ協議会※1や自治会などの地域団体、ＮＰＯ※2などの市民活動団体、企業、学
校、行政など、まちづくりに関わる様々な主体の力を育むとともに、その力を活かした連携・協働を行いながら、
市民による地域自治を行政が支え、市民と行政が一体となったまちづくりを進めます。
また、より多くの市民がまちづくりに対して関心を抱けるよう、情報公開や個人情報の適切な管理を行いなが
ら、市民に開かれた市政、信頼される市政、市民に寄添う市政を目指します。
さらに、質の高い行政サービスを継続するために、常に市民の満足度の向上を目指し、行政評価制度※3の適切な

運用とその結果を事務事業に反映させる仕組みづくり、民間と協働して行政サービスを提供する体制づくりを
進めます。また、市民との協働の場として、多くの市民が集うことができる拠点施設の整備を進めます。そして限
られた財源の中で、施策の選択と集中を行い、行政改革大綱※4に基づく健全な行財政運営に努めます。あわせて
広域行政の取組についても推進していきます。

協働・自治　～市民と共にまちを創る～1

子どもを安心して育てることのできる環境を充実させることは、本市への移住・定住の促進、ひいては、地域の
活力の維持と発展に結びついていきます。
結婚・妊娠・出産の希望を実現し、安心して子どもを生み、そして育てることができる環境づくりを進めるとと
もに、子育てと仕事が両立できる環境づくりのために多様な保育ニーズに対応した環境の整備や情報の提供、経
済的支援などの充実を図ります。
さらに、市民の宝である子どもたちが、地域に見守られながら、健やかに成長することができるよう、地域社会
全体で子育て家庭を支える取組を進めます。

子育て　～安心して子どもを生み育てる～2

次代を担う子どもたちが、多様性を尊重しながら、学力の向上や健やかな成長が図られる教育環境の充実に努
めます。また、地域力を強化するため、地域に誇りを持つ人材を育成し、地域と家庭、学校が連携した教育への取
組を強化します。
すべての市民が、生涯を通じて多様な経験や価値観を身に付け、生きる力と豊かな人間性を育み、生きがいを
持つことができる、社会教育、生涯学習、歴史・文化、スポーツ・レクリエーションなどの活動の充実に努めます。
また、身近な就学の機会や市民の学びの場として高等教育機関※5の創設を目指します。

教育・文化　～健やかで豊かな心が育つ～3

※1 校区コミュニティ協議会：小学校区を単位としたコミュニティ組織で、姶良市内全 17校区に設置されている
※2 ＮＰＯ：Non-Profit Organizationの略称で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称

市民一人一人が、健やかに自分らしい生活を送ることができ、誰もが笑顔で生きていくため、日常の健康づく
りに積極的に取り組む環境づくりや意識啓発を、家庭・地域・行政が連携して推進するとともに、市民が必要なと
きに医療や介護を受けることができるよう、地域医療・介護体制の充実を図ります。このことにより、心身両面で
の健康の保持と増進を図りながら、「健康寿命※6の延伸」と「生活の質(ＱＯＬ)※7の向上」を目指し、医療・介護費の
適正化に努めます。
また、介護が必要な人や障がいのある人も、自分らしく住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、保
健、医療、教育、福祉サービスを充実させ、お互いに支え合いながら、家庭や地域の中で安心して暮らせる地域包
括ケアシステム※8の推進、地域共生社会※9の実現を目指し、支援体制の充実を図ります。

健康・福祉　～誰もが安心していきいきと生きる～4

農林水産業をはじめ、商工業、サービス産業等がお互いの持ち味を活かしながら、協力し合うことで、多様な就
業機会を創出し、市民の豊かな暮らしを支えることから、市全体の活力につながる取組を推進します。また、本市
の地域特性を活かした新しい産業の創出・育成に取り組むとともに、働きやすい環境を整備します。
そのため、地元企業・地場産業の競争力強化の取組や意欲ある担い手の確保・育成のほか、経営基盤の強化など
持続的な成長・発展を、産官学金労言※10の連携のもと支援体制の充実を図ります。さらに、新たな産業の創出や
育成を支援するとともに、姶良市の強み・魅力を情報発信して企業誘致の推進に努め、雇用の維持拡大と産業の
活性化を図ります。
また、地域の歴史や文化に育まれた地域資源などの特性を活かし、地域が主体的に取り組む「まち歩き」に代表
される着地型観光※11は、地域経済を活性化させるだけでなく、移住者、定住者を見据えた交流人口※12の増加に寄
与することから、その取組について支援していきます。さらには、スポーツなど各種大会と観光を結びつける取
組などを進めることで、交流人口の拡大を目指します。

産業・交流　～まちの魅力が輝き活力にあふれる～5

自然環境の保全や地球温暖化対策など持続可能なまちづくり※13について、これまでの取組の継続や拡充によ
り、森林や海岸の保全と活用を図ります。また、環境保全に資する循環型社会※14の形成を目指し、ごみの減量化
や適正処理、資源の再利用、再生可能エネルギー※15の推進等に継続的に取り組むことで、環境に負荷をかけない
暮らしへの転換を推進します。
また、自然災害から市民を守る防災拠点、消防、救急などに迅速に対応できる体制を整備し、様々な防災・減災※16

への体制づくりを進めます。さらに、安心して暮らせるよう、関係機関と連携した防犯まちづくりや交通安全対
策を推進します。
本市の豊かな自然環境と県央の利便性を更に活かすために、道路網の整備や駅前広場等の開発、水道水の安定

供給、生活排水対策など、質の高い住環境を備えた都市基盤整備を進めます。加えて、社会基盤や公共施設を良好
に管理し、持続的なサービスを提供していくため、計画的に修繕や更新を行い、その長寿命化※17を図ることで、
施設の安全性の確保と安心して利用できる環境を提供していきます。
様々な公共交通機関については、その特性や利用者の動向等のデータを分析しながら、それらを有機的に結び

付ける方策や、利便性の向上、利用促進のための取組を進め、暮らしやすさと活力を支える基盤を整えていきま
す。また、ＩＣＴ※18技術を、健康や福祉、教育、防災、交通、環境といった生活を取り巻く様々な分野で活用し、地
域の課題解決や活力の維持・発展につなげることのできるような取組を進めます。

安全・安心　～快適な暮らしを守る～6

※7 生活の質（ＱＯＬ）：Quality Of Life の略称で、一人一人の人生の内容の質や社会的に見た生活の質のことで、ある人がどれだけ人間らしい生
活や自分らしい生活を送り、人生に幸福を見出しているか、ということを尺度としてとらえる概念

※8 地域包括ケアシステム：重度な要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・
医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供されるシステム

※6 健康寿命：人の寿命において「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」

※16 減災：災害による被害をできるだけ小さくする取組
※17 長寿命化：施設や設備のライフサイクルの延長だけではなく、戦略的な維持管理・更新等に取り組むことにより、費用の低減や平準化を図ること
※18 ＩＣＴ：Informaition and Communication Technology の略称で、情報通信技術のこと

※9 地域共生社会：制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、
人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創ってい
く社会

※10 産官学金労言：産=民間企業、官=行政、学=教育機関、金=金融機関、労=労働団体、言=メディア
※11 着地型観光：地域自らが知恵を出し、工夫を凝らして作成した、その地域のことを深く知ることができる魅力的なプログラムによる観光
※12 交流人口：地域外からの旅行者や短期滞在者の数
※13 持続可能なまちづくり：すべての人が安全で暮らしやすい居住環境や基本的なサービスが受けられ、自然災害にも強く、社会的弱者にも配慮さ

れ、環境負荷が少なく、住み続けることができるまちづくり
※14 循環型社会：製品等が循環的な利用により、廃棄されることが抑制されることで、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が少ない社会
※15 再生可能エネルギー：太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しな

いエネルギーのことで、温室効果ガスを排出しないこと、国内で生産ができるという特徴がある
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基本理念の実現や目標人口の達成に向け、取り組むべき基礎的な分野について、６つの政策を掲げ、
まちづくりを実践します。

施策の大綱

※1 校区コミュニティ協議会：小学校区を単位としたコミュニティ組織で、姶良市内全 17校区に設置されている

※4 行政改革大綱：2016年３月に第２次姶良市行政改革大綱を策定し、「市民満足度の向上」と「健全な財政運営」を目指すべき行政運営の姿として、
安定的な行財政基盤の確立に向けて取り組んでいます

※5 高等教育機関：初等教育 ( 幼稚園、小学校 )、中等教育 ( 中学校、高等学校など ) の上に続く段階の教育で大学、大学院、高等専門学校、専修学
校などの教育機関

※2 ＮＰＯ：Non-Profit Organizationの略称で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称
※3 行政評価制度：市が実施する政策、施策、事務事業について、要した費用に対する効果や成果を測定・評価・検証し、さらに効果的・効率的な方法・

手段に改善する手法

市民一人一人が、まちづくりの主役として、ともに支え合い、助け合うことで、市民や行政と協働する環境が育
まれます。そして校区コミュニティ協議会※1や自治会などの地域団体、ＮＰＯ※2などの市民活動団体、企業、学
校、行政など、まちづくりに関わる様々な主体の力を育むとともに、その力を活かした連携・協働を行いながら、
市民による地域自治を行政が支え、市民と行政が一体となったまちづくりを進めます。
また、より多くの市民がまちづくりに対して関心を抱けるよう、情報公開や個人情報の適切な管理を行いなが
ら、市民に開かれた市政、信頼される市政、市民に寄添う市政を目指します。
さらに、質の高い行政サービスを継続するために、常に市民の満足度の向上を目指し、行政評価制度※3の適切な

運用とその結果を事務事業に反映させる仕組みづくり、民間と協働して行政サービスを提供する体制づくりを
進めます。また、市民との協働の場として、多くの市民が集うことができる拠点施設の整備を進めます。そして限
られた財源の中で、施策の選択と集中を行い、行政改革大綱※4に基づく健全な行財政運営に努めます。あわせて
広域行政の取組についても推進していきます。

協働・自治　～市民と共にまちを創る～1

子どもを安心して育てることのできる環境を充実させることは、本市への移住・定住の促進、ひいては、地域の
活力の維持と発展に結びついていきます。
結婚・妊娠・出産の希望を実現し、安心して子どもを生み、そして育てることができる環境づくりを進めるとと
もに、子育てと仕事が両立できる環境づくりのために多様な保育ニーズに対応した環境の整備や情報の提供、経
済的支援などの充実を図ります。
さらに、市民の宝である子どもたちが、地域に見守られながら、健やかに成長することができるよう、地域社会
全体で子育て家庭を支える取組を進めます。

子育て　～安心して子どもを生み育てる～2

次代を担う子どもたちが、多様性を尊重しながら、学力の向上や健やかな成長が図られる教育環境の充実に努
めます。また、地域力を強化するため、地域に誇りを持つ人材を育成し、地域と家庭、学校が連携した教育への取
組を強化します。
すべての市民が、生涯を通じて多様な経験や価値観を身に付け、生きる力と豊かな人間性を育み、生きがいを
持つことができる、社会教育、生涯学習、歴史・文化、スポーツ・レクリエーションなどの活動の充実に努めます。
また、身近な就学の機会や市民の学びの場として高等教育機関※5の創設を目指します。

教育・文化　～健やかで豊かな心が育つ～3

※1 校区コミュニティ協議会：小学校区を単位としたコミュニティ組織で、姶良市内全 17校区に設置されている
※2 ＮＰＯ：Non-Profit Organizationの略称で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称

市民一人一人が、健やかに自分らしい生活を送ることができ、誰もが笑顔で生きていくため、日常の健康づく
りに積極的に取り組む環境づくりや意識啓発を、家庭・地域・行政が連携して推進するとともに、市民が必要なと
きに医療や介護を受けることができるよう、地域医療・介護体制の充実を図ります。このことにより、心身両面で
の健康の保持と増進を図りながら、「健康寿命※6の延伸」と「生活の質(ＱＯＬ)※7の向上」を目指し、医療・介護費の
適正化に努めます。
また、介護が必要な人や障がいのある人も、自分らしく住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、保
健、医療、教育、福祉サービスを充実させ、お互いに支え合いながら、家庭や地域の中で安心して暮らせる地域包
括ケアシステム※8の推進、地域共生社会※9の実現を目指し、支援体制の充実を図ります。

健康・福祉　～誰もが安心していきいきと生きる～4

農林水産業をはじめ、商工業、サービス産業等がお互いの持ち味を活かしながら、協力し合うことで、多様な就
業機会を創出し、市民の豊かな暮らしを支えることから、市全体の活力につながる取組を推進します。また、本市
の地域特性を活かした新しい産業の創出・育成に取り組むとともに、働きやすい環境を整備します。
そのため、地元企業・地場産業の競争力強化の取組や意欲ある担い手の確保・育成のほか、経営基盤の強化など
持続的な成長・発展を、産官学金労言※10の連携のもと支援体制の充実を図ります。さらに、新たな産業の創出や
育成を支援するとともに、姶良市の強み・魅力を情報発信して企業誘致の推進に努め、雇用の維持拡大と産業の
活性化を図ります。
また、地域の歴史や文化に育まれた地域資源などの特性を活かし、地域が主体的に取り組む「まち歩き」に代表
される着地型観光※11は、地域経済を活性化させるだけでなく、移住者、定住者を見据えた交流人口※12の増加に寄
与することから、その取組について支援していきます。さらには、スポーツなど各種大会と観光を結びつける取
組などを進めることで、交流人口の拡大を目指します。

産業・交流　～まちの魅力が輝き活力にあふれる～5

自然環境の保全や地球温暖化対策など持続可能なまちづくり※13について、これまでの取組の継続や拡充によ
り、森林や海岸の保全と活用を図ります。また、環境保全に資する循環型社会※14の形成を目指し、ごみの減量化
や適正処理、資源の再利用、再生可能エネルギー※15の推進等に継続的に取り組むことで、環境に負荷をかけない
暮らしへの転換を推進します。
また、自然災害から市民を守る防災拠点、消防、救急などに迅速に対応できる体制を整備し、様々な防災・減災※16

への体制づくりを進めます。さらに、安心して暮らせるよう、関係機関と連携した防犯まちづくりや交通安全対
策を推進します。
本市の豊かな自然環境と県央の利便性を更に活かすために、道路網の整備や駅前広場等の開発、水道水の安定

供給、生活排水対策など、質の高い住環境を備えた都市基盤整備を進めます。加えて、社会基盤や公共施設を良好
に管理し、持続的なサービスを提供していくため、計画的に修繕や更新を行い、その長寿命化※17を図ることで、
施設の安全性の確保と安心して利用できる環境を提供していきます。
様々な公共交通機関については、その特性や利用者の動向等のデータを分析しながら、それらを有機的に結び

付ける方策や、利便性の向上、利用促進のための取組を進め、暮らしやすさと活力を支える基盤を整えていきま
す。また、ＩＣＴ※18技術を、健康や福祉、教育、防災、交通、環境といった生活を取り巻く様々な分野で活用し、地
域の課題解決や活力の維持・発展につなげることのできるような取組を進めます。

安全・安心　～快適な暮らしを守る～6

※7 生活の質（ＱＯＬ）：Quality Of Life の略称で、一人一人の人生の内容の質や社会的に見た生活の質のことで、ある人がどれだけ人間らしい生
活や自分らしい生活を送り、人生に幸福を見出しているか、ということを尺度としてとらえる概念

※8 地域包括ケアシステム：重度な要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・
医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供されるシステム

※6 健康寿命：人の寿命において「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」

※16 減災：災害による被害をできるだけ小さくする取組
※17 長寿命化：施設や設備のライフサイクルの延長だけではなく、戦略的な維持管理・更新等に取り組むことにより、費用の低減や平準化を図ること
※18 ＩＣＴ：Informaition and Communication Technology の略称で、情報通信技術のこと

※9 地域共生社会：制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、
人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創ってい
く社会

※10 産官学金労言：産=民間企業、官=行政、学=教育機関、金=金融機関、労=労働団体、言=メディア
※11 着地型観光：地域自らが知恵を出し、工夫を凝らして作成した、その地域のことを深く知ることができる魅力的なプログラムによる観光
※12 交流人口：地域外からの旅行者や短期滞在者の数
※13 持続可能なまちづくり：すべての人が安全で暮らしやすい居住環境や基本的なサービスが受けられ、自然災害にも強く、社会的弱者にも配慮さ

れ、環境負荷が少なく、住み続けることができるまちづくり
※14 循環型社会：製品等が循環的な利用により、廃棄されることが抑制されることで、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が少ない社会
※15 再生可能エネルギー：太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しな

いエネルギーのことで、温室効果ガスを排出しないこと、国内で生産ができるという特徴がある
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・地域農畜産業の振興対策として、優良な農業生産基盤
の機能を維持しながら、有機農業者を含めた認定農業
者※5や新規就農者等担い手への支援及び確保、育成を
積極的に進めます。
・移住、定住の促進を図り、地域活力の維持に努めます。
・地域活性化のため、農林水産物等を活かした加工品作
りを推進するとともに、蒲生物産館「くすくす館」など
で販売できる体制を強化します。
・小学校を核とした生活拠点の形成を図り、校区コミュ
ニティを中心とした、地域住民の主体的なまちづくりを支援します。

中部地域2

・本地域には、他の地域には無い豊かな森林資源や、「県
民の森」、「さえずりの森」に代表される自然とふれあう
施設があり、市内外を問わず広域的な交流の場となっ
ています。自然体験型拠点として活用し、交流人口※1の
増加に努めます。
・移住、定住の促進を図り、地域活力の維持に努めます。
・小学校を核とした生活拠点の形成を図り、校区コミュ
ニティを中心とした、地域住民の主体的なまちづくり
を支援します。
・農業従事者の高齢化、担い手不足、耕作放棄地の増加が
懸念されることから、農地の適正な維持と農地の集約化、担い手育成を進めます。
・自然エネルギー・再生可能エネルギー※2の利用促進により、エネルギーの地産地消を進めていくと
同時に、貴重な自然環境、多様な生態系を守り、森林のもつ水源かん養、災害防止、環境保全機能の保
全に努めます。
・本地域は、幹線道路や鉄道、路線バスから距離があることから、鉄道や路線バス、コミュニティバス※3、
予約型乗合タクシー※4など多様な交通形態の選択・連携による、公共交通ネットワークの確保と再
構築を図ります。
・鳥獣被害への対策を強化するとともに、集落ぐるみでの取組について推進します。

北部地域1

・中心市街地は、利便性に優れた生活・文化交流拠点と
して整備を推進し、市としての中心地づくりに取り
組みます。また、ＪＲ駅周辺については、市民や来訪
者が集い、交流できる場として駅前広場等の整備を
進めます。さらに、市街地内に存在する史跡・旧跡を
巡るまち歩き観光により、地域の活性化を図ります。
・公園や緑地、河川等の維持・補修などの整備を進め
ることで「緑」による潤いのあるまちづくりを進め
ます。また海岸部については、市の観光資源であり、
霧島錦江湾国立公園である重富海岸をはじめ、水辺
環境の保全や整備、海岸への交通アクセスの向上を
推進します。
・幹線道路沿いに商業やサービス施設を計画的に誘導し、中心市街地との連携を図り、快適さや楽し
さを有する商業空間の形成に努めます。
・自然環境との共存の下で、安心して住み続けられる環境づくりを進め、秩序ある市街地の形成を図
ります。また、鹿児島（錦江）湾の水質を守るため、地域の状況を考慮しながら、適正な汚水処理を図
ります。
・国道10号白浜・脇元間の４車線化とともに、白浜地区への災害時の一時退避場所の確保及び整備に
向けた取組を進めます。
・交通の利便性を活かした平松物流用地等への積極的な企業誘致により、新たな雇用の創出を図ります。
・小学校を核とした生活拠点の形成を図り、校区コミュニティを中心とした、地域住民の主体的なま
ちづくりを支援します。

南部地域3

地域の持つ特性は地勢によってもたらされる、あるいは影響されるものであることから、北部を山
間地域、中部を中間地域、南部を平野地域とする３つの地域に分け、それぞれの特性や課題に応じたま
ちづくりの方向性を示します。

地域の特性を活かしたまちづくりの方針

※1 交流人口：地域外からの旅行者や短期滞在者の数
※2 再生可能エネルギー： 太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しな

いエネルギーのことで、温室効果ガスを排出しないこと、国内で生産ができるという特徴がある
※3 コミュニティバス：交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村等が主体的に計画し委託又は直接により運行する交通
※4 予約型乗合タクシー：デマンド型乗合交通の一種。デマンド、つまり需要があったときに運行する公共交通で、タクシー型の車両により、利用

者は乗合により利用する交通
※5 認定農業者：効率的・安定的な農業経営などの目標を達成しようとする農業経営改善計画を作成し、市から認定を受けた農業者

北部地域

中部地域

南部地域

北部地域

中部地域

南部地域

・中心市街地近郊の利便性を活かした人口の増加に努め、市の新たな人口集積地域として宅地整備等
を推進します。
・歴史的なまちなみや河川等の水辺を活かし、地域のコミュニティ施設等を、まち歩き観光などの施
策と連携させ、観光案内施設や休憩施設などとして活用し、交流人口の増加を図ります。
・農業従事者の高齢化等による耕作放棄地の増加が懸念されることから、農地の適正な維持と担い手
への農地の集約化の取組を進めます。
・鳥獣被害への対策を強化するとともに、集落ぐるみでの取組について推進します。
・鉄道や路線バス、コミュニティバス、予約型乗合タクシーなど多様な交通形態の選択・連携による、
公共交通ネットワークの確保と再構築を図ります。

北部地域

中部地域

南部地域

6



・地域農畜産業の振興対策として、優良な農業生産基盤
の機能を維持しながら、有機農業者を含めた認定農業
者※5や新規就農者等担い手への支援及び確保、育成を
積極的に進めます。
・移住、定住の促進を図り、地域活力の維持に努めます。
・地域活性化のため、農林水産物等を活かした加工品作
りを推進するとともに、蒲生物産館「くすくす館」など
で販売できる体制を強化します。
・小学校を核とした生活拠点の形成を図り、校区コミュ
ニティを中心とした、地域住民の主体的なまちづくりを支援します。

中部地域2

・本地域には、他の地域には無い豊かな森林資源や、「県
民の森」、「さえずりの森」に代表される自然とふれあう
施設があり、市内外を問わず広域的な交流の場となっ
ています。自然体験型拠点として活用し、交流人口※1の
増加に努めます。
・移住、定住の促進を図り、地域活力の維持に努めます。
・小学校を核とした生活拠点の形成を図り、校区コミュ
ニティを中心とした、地域住民の主体的なまちづくり
を支援します。
・農業従事者の高齢化、担い手不足、耕作放棄地の増加が
懸念されることから、農地の適正な維持と農地の集約化、担い手育成を進めます。
・自然エネルギー・再生可能エネルギー※2の利用促進により、エネルギーの地産地消を進めていくと
同時に、貴重な自然環境、多様な生態系を守り、森林のもつ水源かん養、災害防止、環境保全機能の保
全に努めます。
・本地域は、幹線道路や鉄道、路線バスから距離があることから、鉄道や路線バス、コミュニティバス※3、
予約型乗合タクシー※4など多様な交通形態の選択・連携による、公共交通ネットワークの確保と再
構築を図ります。
・鳥獣被害への対策を強化するとともに、集落ぐるみでの取組について推進します。

北部地域1

・中心市街地は、利便性に優れた生活・文化交流拠点と
して整備を推進し、市としての中心地づくりに取り
組みます。また、ＪＲ駅周辺については、市民や来訪
者が集い、交流できる場として駅前広場等の整備を
進めます。さらに、市街地内に存在する史跡・旧跡を
巡るまち歩き観光により、地域の活性化を図ります。
・公園や緑地、河川等の維持・補修などの整備を進め
ることで「緑」による潤いのあるまちづくりを進め
ます。また海岸部については、市の観光資源であり、
霧島錦江湾国立公園である重富海岸をはじめ、水辺
環境の保全や整備、海岸への交通アクセスの向上を
推進します。
・幹線道路沿いに商業やサービス施設を計画的に誘導し、中心市街地との連携を図り、快適さや楽し
さを有する商業空間の形成に努めます。
・自然環境との共存の下で、安心して住み続けられる環境づくりを進め、秩序ある市街地の形成を図
ります。また、鹿児島（錦江）湾の水質を守るため、地域の状況を考慮しながら、適正な汚水処理を図
ります。
・国道10号白浜・脇元間の４車線化とともに、白浜地区への災害時の一時退避場所の確保及び整備に
向けた取組を進めます。
・交通の利便性を活かした平松物流用地等への積極的な企業誘致により、新たな雇用の創出を図ります。
・小学校を核とした生活拠点の形成を図り、校区コミュニティを中心とした、地域住民の主体的なま
ちづくりを支援します。

南部地域3

地域の持つ特性は地勢によってもたらされる、あるいは影響されるものであることから、北部を山
間地域、中部を中間地域、南部を平野地域とする３つの地域に分け、それぞれの特性や課題に応じたま
ちづくりの方向性を示します。

地域の特性を活かしたまちづくりの方針

※1 交流人口：地域外からの旅行者や短期滞在者の数
※2 再生可能エネルギー： 太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しな

いエネルギーのことで、温室効果ガスを排出しないこと、国内で生産ができるという特徴がある
※3 コミュニティバス：交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村等が主体的に計画し委託又は直接により運行する交通
※4 予約型乗合タクシー：デマンド型乗合交通の一種。デマンド、つまり需要があったときに運行する公共交通で、タクシー型の車両により、利用

者は乗合により利用する交通
※5 認定農業者：効率的・安定的な農業経営などの目標を達成しようとする農業経営改善計画を作成し、市から認定を受けた農業者

北部地域

中部地域

南部地域

北部地域

中部地域

南部地域

・中心市街地近郊の利便性を活かした人口の増加に努め、市の新たな人口集積地域として宅地整備等
を推進します。
・歴史的なまちなみや河川等の水辺を活かし、地域のコミュニティ施設等を、まち歩き観光などの施
策と連携させ、観光案内施設や休憩施設などとして活用し、交流人口の増加を図ります。
・農業従事者の高齢化等による耕作放棄地の増加が懸念されることから、農地の適正な維持と担い手
への農地の集約化の取組を進めます。
・鳥獣被害への対策を強化するとともに、集落ぐるみでの取組について推進します。
・鉄道や路線バス、コミュニティバス、予約型乗合タクシーなど多様な交通形態の選択・連携による、
公共交通ネットワークの確保と再構築を図ります。

北部地域

中部地域

南部地域
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施策体系図

基本構想（８年） 前期基本計画（４年）

①市民参加型まちづくりの推進

②活力・魅力ある地域づくりの推進

③一人一人の人権の尊重に向けた男女共同参画の推進

④信頼される市政運営の推進

①市民参加型まちづくりの推進

②活力・魅力ある地域づくりの推進

③一人一人の人権の尊重に向けた男女共同参画の推進

④信頼される市政運営の推進

協働・自治

協
働
・
自
治

1
1

2

2

3

4

5

6

市民と共にまちを創る

安心して子どもを生み育てる

健やかで豊かな心が育つ

誰もが安心して
いきいきと生きる

まちの魅力が輝き
活力にあふれる

快適な暮らしを守る

子育て

教育・文化

健康・福祉

産業・交流

安全・安心

①学校教育の充実

②社会教育の充実と生涯学習の推進

③文化・芸術活動の推進

④学校体育・生涯スポーツの推進

①健康づくりと地域医療の充実
②障がい者（児）福祉の充実
③地域包括ケアシステムの推進
④地域福祉の推進
⑤社会保障制度の適正な運営

①農林水産業の振興
②商工業の振興
③農商工連携の推進
④雇用の創出と企業誘致の推進
⑤地域特性を活かした観光の振興
⑥広域交流・国際交流の推進

①自然と共生する快適な生活環境
②機能性の高い魅力的な生活空間の整備
③危機管理・防災の充実
④生活安全性の向上
⑤快適な交通環境の整備

①結婚・妊娠・出産・子育てへの支援体制の整備

②子育てを支援するための環境整備の推進

子
育
て

①結婚・妊娠・出産・子育てへの支援体制の整備

②子育てを支援するための環境整備の推進

基本理念 政  策 施     策
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と
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●施策ごとの成果目標と基本的な方向性

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

「市民として
まちの一体
感を感じる」
市民の割合

 ・ 市民が相互に、または、市民と行政が信頼と理解のも
とに一体となり、地域にある課題解決と魅力あるま
ちづくりを計画し、みんなで連携・協力して取り組
みます。

 ・ 様々な手法を用い、検討過程のあらゆる機会を通じ
て市民意見を聴取する仕組みをつくります。

 ・ 校区コミュニティの校区まちづくり計画に沿って、
地域独自の特色を生かした地域づくりが実現でき
るよう支援します。

 ・ 地域コミュニティの基盤となる自治会への加入を促
進するとともに、地域の課題を自ら発見・解決して
いく課題解決型のまちづくり活動等に対する支援
を進めます。

 ・ 男女共同参画の理念の浸透を図り、政策・方針の決定
過程において女性の参画を推進し、男女共同参画社
会の推進に向けた環境の整備を行います。

 ・ 学校・家庭・地域社会及び職場などあらゆる場やあら
ゆる機会を捉え、関係機関が連携しながら広報・啓
発を推進します。

 ・ 広報紙、ホームページ、ＳＮＳなど多様な媒体の活用
による効果的な情報発信を行います。

 ・ 市民サービスの向上、行政事務の効率化、情報セキュ
リティ対策の強化に努めるとともに、様々な分野へ
のＩＣＴの利用や活用を促進します。

 ・ 市税等自主財源や新たな財源の確保に努め、今後の
高齢社会にむけて中期の財政計画を策定し、行政改
革大綱に基づき市政財政の健全化を図ります。

 ・ 各種健診や教室、相談体制の充実を図るなど、妊娠・
出産・子育てへの切れ目のない健康支援と育児支援
に取り組んでいきます。

 ・ 子ども医療費助成事業などを通して、子育て家庭の
経済的支援、生活支援等の充実に取り組みます。ま
た、不妊治療費の助成によって不妊治療を受ける夫
婦の経済的支援を図ります。

 ・ 認定こども園や認可保育所の整備、認可外保育施設
や幼稚園等の社会資源を最大限に有効活用し、待機
児童の解消に取り組むとともに、ニーズに合った保
育サービスを充実していきます。

 ・ 地域子育て支援センターの充実を図るとともに、相
互に連携できる体制整備と地域の子育て支援機能
の充実を図ります。

現状
（2017）

目標
（2022）

算出算方法：市民満足度調査

30.7％
40.0％

「コミュニティ
活動、市民活動
の推進」につい
て満足してい
る市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

41.6%
48.0%

男女平等に対
する意識（家
庭の中で男女
平等だと感じ
ている市民の
割合）

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

31.3％
40.0％

「開かれた行
政の推進」に
ついて満足
と感じる市
民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

35.2％
50.0％

「安心して子ど
もを育てるこ
とができる支
援体制が整っ
ている」と感じ
る市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

27.7％ 50.0％

「子育てを支
援するための
基盤整備が
整っている」
と感じる市民
の割合

算出方法等：
男女共同参画社会についての市民意識調査

算出方法等：市民満足度調査

51.3%
67.0%
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施策体系図

基本構想（８年） 前期基本計画（４年）

①市民参加型まちづくりの推進

②活力・魅力ある地域づくりの推進

③一人一人の人権の尊重に向けた男女共同参画の推進

④信頼される市政運営の推進

①市民参加型まちづくりの推進

②活力・魅力ある地域づくりの推進

③一人一人の人権の尊重に向けた男女共同参画の推進

④信頼される市政運営の推進

協働・自治

協
働
・
自
治

1
1

2

2

3

4

5

6

市民と共にまちを創る

安心して子どもを生み育てる

健やかで豊かな心が育つ

誰もが安心して
いきいきと生きる

まちの魅力が輝き
活力にあふれる

快適な暮らしを守る

子育て

教育・文化

健康・福祉

産業・交流

安全・安心

①学校教育の充実

②社会教育の充実と生涯学習の推進

③文化・芸術活動の推進

④学校体育・生涯スポーツの推進

①健康づくりと地域医療の充実
②障がい者（児）福祉の充実
③地域包括ケアシステムの推進
④地域福祉の推進
⑤社会保障制度の適正な運営

①農林水産業の振興
②商工業の振興
③農商工連携の推進
④雇用の創出と企業誘致の推進
⑤地域特性を活かした観光の振興
⑥広域交流・国際交流の推進

①自然と共生する快適な生活環境
②機能性の高い魅力的な生活空間の整備
③危機管理・防災の充実
④生活安全性の向上
⑤快適な交通環境の整備

①結婚・妊娠・出産・子育てへの支援体制の整備

②子育てを支援するための環境整備の推進

子
育
て

①結婚・妊娠・出産・子育てへの支援体制の整備

②子育てを支援するための環境整備の推進

基本理念 政  策 施     策
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●施策ごとの成果目標と基本的な方向性

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

「市民として
まちの一体
感を感じる」
市民の割合

 ・ 市民が相互に、または、市民と行政が信頼と理解のも
とに一体となり、地域にある課題解決と魅力あるま
ちづくりを計画し、みんなで連携・協力して取り組
みます。

 ・ 様々な手法を用い、検討過程のあらゆる機会を通じ
て市民意見を聴取する仕組みをつくります。

 ・ 校区コミュニティの校区まちづくり計画に沿って、
地域独自の特色を生かした地域づくりが実現でき
るよう支援します。

 ・ 地域コミュニティの基盤となる自治会への加入を促
進するとともに、地域の課題を自ら発見・解決して
いく課題解決型のまちづくり活動等に対する支援
を進めます。

 ・ 男女共同参画の理念の浸透を図り、政策・方針の決定
過程において女性の参画を推進し、男女共同参画社
会の推進に向けた環境の整備を行います。

 ・ 学校・家庭・地域社会及び職場などあらゆる場やあら
ゆる機会を捉え、関係機関が連携しながら広報・啓
発を推進します。

 ・ 広報紙、ホームページ、ＳＮＳなど多様な媒体の活用
による効果的な情報発信を行います。

 ・ 市民サービスの向上、行政事務の効率化、情報セキュ
リティ対策の強化に努めるとともに、様々な分野へ
のＩＣＴの利用や活用を促進します。

 ・ 市税等自主財源や新たな財源の確保に努め、今後の
高齢社会にむけて中期の財政計画を策定し、行政改
革大綱に基づき市政財政の健全化を図ります。

 ・ 各種健診や教室、相談体制の充実を図るなど、妊娠・
出産・子育てへの切れ目のない健康支援と育児支援
に取り組んでいきます。

 ・ 子ども医療費助成事業などを通して、子育て家庭の
経済的支援、生活支援等の充実に取り組みます。ま
た、不妊治療費の助成によって不妊治療を受ける夫
婦の経済的支援を図ります。

 ・ 認定こども園や認可保育所の整備、認可外保育施設
や幼稚園等の社会資源を最大限に有効活用し、待機
児童の解消に取り組むとともに、ニーズに合った保
育サービスを充実していきます。

 ・ 地域子育て支援センターの充実を図るとともに、相
互に連携できる体制整備と地域の子育て支援機能
の充実を図ります。

現状
（2017）

目標
（2022）

算出算方法：市民満足度調査

30.7％
40.0％

「コミュニティ
活動、市民活動
の推進」につい
て満足してい
る市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

41.6%
48.0%

男女平等に対
する意識（家
庭の中で男女
平等だと感じ
ている市民の
割合）

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

31.3％
40.0％

「開かれた行
政の推進」に
ついて満足
と感じる市
民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

35.2％
50.0％

「安心して子ど
もを育てるこ
とができる支
援体制が整っ
ている」と感じ
る市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

27.7％ 50.0％

「子育てを支
援するための
基盤整備が
整っている」
と感じる市民
の割合

算出方法等：
男女共同参画社会についての市民意識調査

算出方法等：市民満足度調査

51.3%
67.0%
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目標
（2022）

算出方法等：市内小学校高学年児童～中学生の平均

95.0％

学校が楽しいと感じる
児童生徒の割合

①学校教育の充実

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

40.0％

「社会教育の充実」に満
足している市民の割合

②社会教育の充実と生涯学習の推進

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

30.0％

「文化芸術の振興」につ
いて満足している市民
の割合

③文化・芸術活動の推進

目標
（2022）

算出方法：保健体育課

現状
（2017） 90.5％

現状
（2017） 38.6％

現状
（2017） 22.2％

現状
（2017） 66.4％

70.0％

運動が好きと感じる児
童生徒の割合

④学校体育・生涯スポーツの推進

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：鹿児島県

健康寿命※1の延伸（姶
良・伊佐医療圏）

78.4 歳（男性）
83.7 歳（女性）

平均寿命の
増加分を上回る
健康寿命の増加

①健康づくりと地域医療の充実

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：障がい者を対象としたアンケート調査

38.1％ 40.0％

障がい者が地域で自立した生活
を送るために、相談窓口や情報
提供が重要であると感じる割合

②障がい者（児）福祉の充実

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

29.2％
31.0％

「高齢者が安心して暮らす環
境が整っている」と感じる市
民の割合

③地域包括ケアシステムの推進

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：社会福祉課

70.0％

「福祉サービスが行き届き、
安心していきいきと生活で
きる」と感じる市民の割合

④地域福祉の推進

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：保険年金課

3.0％以内

国民健康保険の被保険者一人
当たりの療養諸費の増加率

4.93％

⑤社会保障制度の適正な運営

3

教
育
・
文
化

健
康
・
福
祉

4

※1 健康寿命 : 人の寿命において「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」

 ・ 小・中連携による学力向上の取組を推進し、「生きる
力」を支える確かな学力の育成に向け、各学校段階で
特別支援教育や国際理解教育、郷土教育、キャリア教
育等を推進します。

 ・ 発達の段階に応じた道徳教育の充実を図るとともに、
読書を通じた子どもの心を耕す活動、自己肯定感を育
てる教育、郷土愛を育む教育、いじめや不登校への積
極的な対応等を通して、豊かな心を育みます。

 ・ 各種健（検）診を受診しやすい環境づくりや受診勧奨等
による受診率向上など、早期の発見・治療等に関する取
組を推進します。

 ・ 子どもの頃からのより良い生活習慣の獲得や食育に取
り組み、市民自らによる適切な健康管理を進めます。

 ・ うつ病など心の病に関する正しい知識や相談機関の普
及啓発、ゲートキーパーの養成など、心の問題の解決に
向けた取組を推進します。

 ・ 障がい福祉サービスの均てん化を図りつつ、発達障がい
者及び高次脳機能障がい者についても、サービスの周知
を図ります。

 ・ 地域包括ケアシステムを実現するため、住民相互、ＮＰＯ
等によるインフォーマルサービスの提供等、地域の社会
資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。

 ・ 地域包括支援センターを核として介護・医療・予防という
専門サービス、住まい・生活支援サービスの連携を推進
します。

 ・ 介護予防サービスの充実を図り、要介護状態への移行の
防止と、進行の抑制に取り組みます。

 ・ 配食サービスの充実や緊急通報体制の整備など、在宅で
生活する要支援高齢者や家族介護者、一人暮らし高齢者
等に対する生活支援を推進します。

 ・ 地域活動や教育、文化など幅広い分野で生きがいづくり
と社会参加を推進します。

 ・ 社会福祉協議会、民生委員・児童委員など、関係者や関係
団体の活動支援に努め、地域に密着した各種福祉ボラン
ティア活動の活発化を促進し、身近な地域コミュニティ
を単位とした助け合い活動を支援します。

 ・ 地域社会を構成する住民がパートナーシップを持ち、生
活課題を総合的に把握し、地域共生社会の実現に向けた
仕組みづくりを分野ごとに支援します。

 ・ 国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営
や財政安定化に努めます。また、保健事業の普及や特定
健康診査の受診率の向上を図ります。

 ・ 介護保険制度については、効率的な事業運営に努め、サー
ビス利用と負担の適正化を図ります。また、ケアマネジ
メントの適正化を図ります。

 ・ 生活困窮者自立支援制度に基づき、予防的な支援を強化
していきます。また、地域の多様な主体が共有し、連携で
きる仕組みを構築します。加えて、生活保護制度の適正
な運用を図ります。

 ・ 地域と学校の連携・協働による教育活動を展開するこ
とで地域の教育力を向上させ、現代的課題への対応を
進めます。

 ・ 青少年育成事業において多様な体験プログラムを設
定し、青少年の豊かな人間性のかん養を図ります。

 ・ 生涯学習講座や成人学級においては、時代の変化に即
した魅力あるプログラムを提供するとともに、生涯学
習推進体制の充実に努め、施設の改善を計画的に行っ
ていきます。

 ・ 文化情報の受信発信機能を充実させ、その活用を図り
ながら、誇りの持てる個性的かつ特色ある市民文化の
創造をめざします。

 ・ 「みて・きいて・ふれる」を原点にして、多種多様な芸術
文化の鑑賞・発表・体験機会の拡充に向けた環境づく
りに努めます。

 ・ 積極的に文化財の保存と活用を推進し、歴史を生かし
た多種多様な文化の醸成を推進します。

 ・ 運動に親しむ資質や能力を身に付けさせるとともに、
基礎体力を高める体育指導の充実を図ります。

 ・ 健康的な生活習慣の育成や学校給食を通した食育の推
進とそのための施設整備、また、各学校の安全管理体制
の整備を図るとともに、学校と地域が融合し、地域全体
で子どもを守り育てる環境づくりを推進します。

 ・ 健康的な生活習慣の育成や学校給食を通した食育の推
進とそのための施設整備、また、各学校の安全管理体制
の整備を図るとともに、学校と地域が融合し、地域全体
で子どもを守り育てる環境づくりを推進します。 5

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

13.4％
15.0％

「農林水産業の振興が図られて
いる」と感じている市民の割合

①農林水産業の振興  ・ 新規就農者や後継者に対し、持続的な農業経営に向けた
支援と体制づくりを強化し、鳥獣被害防止対策などにも
取り組みます。

 ・ 中山間地域の農地を維持・存続するため、集落営農組織の
育成や集落を超えた営農形態による農地の保全及び湿田
対策事業等に努めます。

 ・ 畜産については、家畜導入事業及び優良生産素牛保留事
業等の活用により、魅力ある畜産経営の確立に努めます。

 ・ 林業では、木材生産のほか、森林整備の推進や担い手育
成、高性能林業機械の導入促進等を行い「森林づくり」に
対する意識の醸成を図り、森林の適正管理を促進します。

 ・ 水産業の振興において、各漁協の基盤強化や、中核的漁業者
の育成、繁殖事業への積極的な取組を進めるとともに、基盤
施設となる漁港施設の有効活用や長寿命化等に努めます。
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目標
（2022）

算出方法等：市内小学校高学年児童～中学生の平均

95.0％

学校が楽しいと感じる
児童生徒の割合

①学校教育の充実

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

40.0％

「社会教育の充実」に満
足している市民の割合

②社会教育の充実と生涯学習の推進

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

30.0％

「文化芸術の振興」につ
いて満足している市民
の割合

③文化・芸術活動の推進

目標
（2022）

算出方法：保健体育課

現状
（2017） 90.5％

現状
（2017） 38.6％

現状
（2017） 22.2％

現状
（2017） 66.4％

70.0％

運動が好きと感じる児
童生徒の割合

④学校体育・生涯スポーツの推進

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：鹿児島県

健康寿命※1の延伸（姶
良・伊佐医療圏）

78.4 歳（男性）
83.7 歳（女性）

平均寿命の
増加分を上回る
健康寿命の増加

①健康づくりと地域医療の充実

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：障がい者を対象としたアンケート調査

38.1％ 40.0％

障がい者が地域で自立した生活
を送るために、相談窓口や情報
提供が重要であると感じる割合

②障がい者（児）福祉の充実

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

29.2％
31.0％

「高齢者が安心して暮らす環
境が整っている」と感じる市
民の割合

③地域包括ケアシステムの推進

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：社会福祉課

70.0％

「福祉サービスが行き届き、
安心していきいきと生活で
きる」と感じる市民の割合

④地域福祉の推進

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：保険年金課

3.0％以内

国民健康保険の被保険者一人
当たりの療養諸費の増加率

4.93％

⑤社会保障制度の適正な運営

3

教
育
・
文
化

健
康
・
福
祉

4

※1 健康寿命 : 人の寿命において「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」

 ・ 小・中連携による学力向上の取組を推進し、「生きる
力」を支える確かな学力の育成に向け、各学校段階で
特別支援教育や国際理解教育、郷土教育、キャリア教
育等を推進します。

 ・ 発達の段階に応じた道徳教育の充実を図るとともに、
読書を通じた子どもの心を耕す活動、自己肯定感を育
てる教育、郷土愛を育む教育、いじめや不登校への積
極的な対応等を通して、豊かな心を育みます。

 ・ 各種健（検）診を受診しやすい環境づくりや受診勧奨等
による受診率向上など、早期の発見・治療等に関する取
組を推進します。

 ・ 子どもの頃からのより良い生活習慣の獲得や食育に取
り組み、市民自らによる適切な健康管理を進めます。

 ・ うつ病など心の病に関する正しい知識や相談機関の普
及啓発、ゲートキーパーの養成など、心の問題の解決に
向けた取組を推進します。

 ・ 障がい福祉サービスの均てん化を図りつつ、発達障がい
者及び高次脳機能障がい者についても、サービスの周知
を図ります。

 ・ 地域包括ケアシステムを実現するため、住民相互、ＮＰＯ
等によるインフォーマルサービスの提供等、地域の社会
資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。

 ・ 地域包括支援センターを核として介護・医療・予防という
専門サービス、住まい・生活支援サービスの連携を推進
します。

 ・ 介護予防サービスの充実を図り、要介護状態への移行の
防止と、進行の抑制に取り組みます。

 ・ 配食サービスの充実や緊急通報体制の整備など、在宅で
生活する要支援高齢者や家族介護者、一人暮らし高齢者
等に対する生活支援を推進します。

 ・ 地域活動や教育、文化など幅広い分野で生きがいづくり
と社会参加を推進します。

 ・ 社会福祉協議会、民生委員・児童委員など、関係者や関係
団体の活動支援に努め、地域に密着した各種福祉ボラン
ティア活動の活発化を促進し、身近な地域コミュニティ
を単位とした助け合い活動を支援します。

 ・ 地域社会を構成する住民がパートナーシップを持ち、生
活課題を総合的に把握し、地域共生社会の実現に向けた
仕組みづくりを分野ごとに支援します。

 ・ 国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営
や財政安定化に努めます。また、保健事業の普及や特定
健康診査の受診率の向上を図ります。

 ・ 介護保険制度については、効率的な事業運営に努め、サー
ビス利用と負担の適正化を図ります。また、ケアマネジ
メントの適正化を図ります。

 ・ 生活困窮者自立支援制度に基づき、予防的な支援を強化
していきます。また、地域の多様な主体が共有し、連携で
きる仕組みを構築します。加えて、生活保護制度の適正
な運用を図ります。

 ・ 地域と学校の連携・協働による教育活動を展開するこ
とで地域の教育力を向上させ、現代的課題への対応を
進めます。

 ・ 青少年育成事業において多様な体験プログラムを設
定し、青少年の豊かな人間性のかん養を図ります。

 ・ 生涯学習講座や成人学級においては、時代の変化に即
した魅力あるプログラムを提供するとともに、生涯学
習推進体制の充実に努め、施設の改善を計画的に行っ
ていきます。

 ・ 文化情報の受信発信機能を充実させ、その活用を図り
ながら、誇りの持てる個性的かつ特色ある市民文化の
創造をめざします。

 ・ 「みて・きいて・ふれる」を原点にして、多種多様な芸術
文化の鑑賞・発表・体験機会の拡充に向けた環境づく
りに努めます。

 ・ 積極的に文化財の保存と活用を推進し、歴史を生かし
た多種多様な文化の醸成を推進します。

 ・ 運動に親しむ資質や能力を身に付けさせるとともに、
基礎体力を高める体育指導の充実を図ります。

 ・ 健康的な生活習慣の育成や学校給食を通した食育の推
進とそのための施設整備、また、各学校の安全管理体制
の整備を図るとともに、学校と地域が融合し、地域全体
で子どもを守り育てる環境づくりを推進します。

 ・ 健康的な生活習慣の育成や学校給食を通した食育の推
進とそのための施設整備、また、各学校の安全管理体制
の整備を図るとともに、学校と地域が融合し、地域全体
で子どもを守り育てる環境づくりを推進します。 5

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

13.4％
15.0％

「農林水産業の振興が図られて
いる」と感じている市民の割合

①農林水産業の振興  ・ 新規就農者や後継者に対し、持続的な農業経営に向けた
支援と体制づくりを強化し、鳥獣被害防止対策などにも
取り組みます。

 ・ 中山間地域の農地を維持・存続するため、集落営農組織の
育成や集落を超えた営農形態による農地の保全及び湿田
対策事業等に努めます。

 ・ 畜産については、家畜導入事業及び優良生産素牛保留事
業等の活用により、魅力ある畜産経営の確立に努めます。

 ・ 林業では、木材生産のほか、森林整備の推進や担い手育
成、高性能林業機械の導入促進等を行い「森林づくり」に
対する意識の醸成を図り、森林の適正管理を促進します。

 ・ 水産業の振興において、各漁協の基盤強化や、中核的漁業者
の育成、繁殖事業への積極的な取組を進めるとともに、基盤
施設となる漁港施設の有効活用や長寿命化等に努めます。
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現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

22.5％
25.0％

「商工業等の振興が図られている」と感じ
ている市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

17.7％
20.0％

「特産品の開発とブランド化が図られてい
る」と感じている市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

19.4％
25.0％

「多様な人材の活用・育成と雇用環境の向上
が図られている」と感じている市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

22.4％
25.0％

「観光の振興が図られている」と感じてい
る市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

18.2％
20.0％

「国際感覚を育む交流活動
の推進が図られている」と
感じている市民の割合

産
業
・
交
流

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

28.1％ 50.0％

環境にやさしい循環型社会が形成されて
いると感じる市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

87.6％
95.0％

本市が住みやすいと思う市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

28.6％
50.0％

「災害に強いまち」と感じる市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

29.2％ 60.0％

安全安心なまちと感じる市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

32.6％
40.0％

「道路・公共交通などの環境が充実してい
る」と感じる市民の割合

6

安
全
・
安
心

②商工業の振興

③農商工連携の推進

④雇用の創出と企業誘致の推進

⑤地域特性を活かした観光の振興

⑥広域交流・国際交流の推進

①自然と共生する快適な生活環境

②機能性の高い魅力的な生活空間の整備

③危機管理・防災の充実

④生活安全性の向上

⑤快適な交通環境の整備

 ・ ごみ処理体制の充実を進めながら、３Ｒ運動を促進します。
 ・ 環境美化条例を遵守し、行政・市民・事業者が一体となった
環境美化活動に取り組んでいきます。

 ・ 恵まれた自然や希少野生生物の生息・生育状況の把握に努
め、有効な保全対策を実施します。

 ・ 地域の特性に応じた排水処理施設の設置を推進し、汚水処
理人口普及率を上げることに努め、また、環境省の「浄化槽
における災害対策」等を参考にしながら、災害に強いイン
フラ整備を目指します。

 ・ 温室効果ガスの排出削減を図り、施設の省エネルギー化を
推進するとともに、太陽光など再生可能エネルギーの積極
的な利用促進を図ります。

 ・ 立地適正化計画による誘導施策や用途地域等の土地利用
規制について、まちづくりの方針の変更や都市の実情にあ
わせ見直しを行います。

 ・ 美しいまちなみや歴史的資源の保全については、良好な景
観の形成に関する計画を策定し、規制・制限の導入、重点的
な保全策などを講じていきます。

 ・ 市民の憩いの場である公共空間は、景観形成、防災性の向
上、健康寿命の増進など多面的用途を考慮した整備を図り
ます。

 ・ 各種災害対応・応急措置等を迅速・的確に行えるよう、自主
防災組織、民間企業、ボランティア団体及び地域住民と連
携し、普段から実践的な防災訓練や出前講座等を行い災害
に対する備えを心がけます。

 ・ 避難所での良好な生活環境を確保するための整備、情報伝
達手段の確保に向けた取組を進めます。

 ・ 雨水排水対策計画に基づいて、排水施設の整備を実施し、
浸水被害の軽減に取り組んでいきます。

 ・ 消防組織の充実・強化と火災予防対策の推進、救急医療体
制の強化を図ります。

 ・ 道路交通施設の整備や交通安全意識の高揚を図ります。
 ・ 防犯カメラの設置、自治会防犯灯および通学路防犯灯の整
備やＬＥＤ化を進めます。

 ・ 行政機関相互の連携の強化を図り、消費生活相談体制と市
民相談等への体制の充実を図っていきます。

 ・ 水道事業はより一層の安全性の向上を目指し、施設の更新
や老朽管の布設替による管路網の整備を進め、併せて耐震
化を推進します。

 ・ ＩＣＴ技術の積極的、効果的な活用を図ります。

 ・ 公共交通の利用しやすい環境整備を図ります。また、高齢
者等の買い物や通院時の需要に応えられるよう、新たな移
動形態を導入します。

 ・ 市街地の地域活性化を支える幹線道路網の整備を進める
とともに、都市幹線道路、地方幹線道路の整備を推進しま
す。

 ・ 橋りょうの長寿命化修繕計画に基づき、計画的かつ予防的
に修繕することで橋りょうの長寿命化を図ります。

 ・ 商工会などの関係機関と連携し相談支援体制の充実に努め、
新規創業者の育成と魅力ある店舗作りを支援していきます。

 ・ 個人商店においては、後継者対策として事業承継支援に努
めるとともに、従来の空き店舗対策をより充実し、商店街の
空洞化対策に努めます。

 ・ 地域における必要な店舗の進出を促すとともに、地域の課
題に対応するコミュニケーションサービスの育成・支援を
促進します。あわせて、中山間地域でも起業ができる環境整
備についても支援していきます。

 ・ 六次産業促進事業の実施により、「あいらブランド」の普及
を図るとともに、本市の農林水産業を応援する消費者ネッ
トワークの設立や、関係団体との連携を更に進め、ＰＲ活動
を積極的に行い販路拡大の支援を行います。

 ・ 農産加工品等の新商品開発を支援するとともに、農林漁業
者とその隣接分野の事業者及び商工会などの関係機関との
協力体制確立のためのマッチングを進めます。

 ・ 農商工連携の観点から、特産品等を使った商品開発に向け、
関係機関・団体と検討を進めます。

 ・ 工業用地の整備・供給などにより企業誘致を積極的に推進す
ることに加え、企業間の連携を推進するなど、既存企業を支
援することで、雇用の拡大と定住人口の増加、市民所得の向
上を図ります。

 ・ 地元で働く意欲のある人に対し、職業能力を開発する機会の
充実を図るとともに、就労に向けた職業紹介や相談体制の充
実など、ハローワークと連携した雇用対策を進めます。

 ・ 観光資源の魅力を積極的に活用し、民間や広域との連携を
強化しながら、効果的なプロモーションによりこれまで以
上に多くの観光客が訪れるまちを目指します。

 ・ 歴史探索等の体験をはじめ、農業や漁業体験、芸術文化や食
等に関する体験プログラムを充実し、魅力ある体験型観光
を推進します。

 ・ 外国人観光客の誘客につなげるため、多言語対応などの環
境整備により、受入体制を強化するとともに、ＳＮＳを活用
した情報発信に取り組みます。また、観光案内機能等の充実
を図りながら、地域全体でおもてなしの向上を図るために
市民参加、市民意識の高揚に努め、その推進を担う組織の強
化に取り組みます。

 ・ 広域的な取組の推進状況を踏まえ、共通する課題や連携し
て進めるべき事業については、協議を進め成果が表れるよ
うな実践に努めます。

 ・ 国際交流の観点から、本市に来られている外国人への日本
語教育などのケアを行うとともに、日本の文化・食をレク
チャーする機会を設けていきます。また、多様な国々の文化
や食を市民に紹介する場の提供に努めます。また、市民や市
民団体が行う国際交流事業を支援するとともに、児童・生徒
などを対象とした国際交流事業や体験等を支援することに
より、国際感覚を持った若者を育てていきます。
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現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

22.5％
25.0％

「商工業等の振興が図られている」と感じ
ている市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

17.7％
20.0％

「特産品の開発とブランド化が図られてい
る」と感じている市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

19.4％
25.0％

「多様な人材の活用・育成と雇用環境の向上
が図られている」と感じている市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

22.4％
25.0％

「観光の振興が図られている」と感じてい
る市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

18.2％
20.0％

「国際感覚を育む交流活動
の推進が図られている」と
感じている市民の割合

産
業
・
交
流

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

28.1％ 50.0％

環境にやさしい循環型社会が形成されて
いると感じる市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

87.6％
95.0％

本市が住みやすいと思う市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

28.6％
50.0％

「災害に強いまち」と感じる市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

29.2％ 60.0％

安全安心なまちと感じる市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法等：市民満足度調査

32.6％
40.0％

「道路・公共交通などの環境が充実してい
る」と感じる市民の割合

6

安
全
・
安
心

②商工業の振興

③農商工連携の推進

④雇用の創出と企業誘致の推進

⑤地域特性を活かした観光の振興

⑥広域交流・国際交流の推進

①自然と共生する快適な生活環境

②機能性の高い魅力的な生活空間の整備

③危機管理・防災の充実

④生活安全性の向上

⑤快適な交通環境の整備

 ・ ごみ処理体制の充実を進めながら、３Ｒ運動を促進します。
 ・ 環境美化条例を遵守し、行政・市民・事業者が一体となった
環境美化活動に取り組んでいきます。

 ・ 恵まれた自然や希少野生生物の生息・生育状況の把握に努
め、有効な保全対策を実施します。

 ・ 地域の特性に応じた排水処理施設の設置を推進し、汚水処
理人口普及率を上げることに努め、また、環境省の「浄化槽
における災害対策」等を参考にしながら、災害に強いイン
フラ整備を目指します。

 ・ 温室効果ガスの排出削減を図り、施設の省エネルギー化を
推進するとともに、太陽光など再生可能エネルギーの積極
的な利用促進を図ります。

 ・ 立地適正化計画による誘導施策や用途地域等の土地利用
規制について、まちづくりの方針の変更や都市の実情にあ
わせ見直しを行います。

 ・ 美しいまちなみや歴史的資源の保全については、良好な景
観の形成に関する計画を策定し、規制・制限の導入、重点的
な保全策などを講じていきます。

 ・ 市民の憩いの場である公共空間は、景観形成、防災性の向
上、健康寿命の増進など多面的用途を考慮した整備を図り
ます。

 ・ 各種災害対応・応急措置等を迅速・的確に行えるよう、自主
防災組織、民間企業、ボランティア団体及び地域住民と連
携し、普段から実践的な防災訓練や出前講座等を行い災害
に対する備えを心がけます。

 ・ 避難所での良好な生活環境を確保するための整備、情報伝
達手段の確保に向けた取組を進めます。

 ・ 雨水排水対策計画に基づいて、排水施設の整備を実施し、
浸水被害の軽減に取り組んでいきます。

 ・ 消防組織の充実・強化と火災予防対策の推進、救急医療体
制の強化を図ります。

 ・ 道路交通施設の整備や交通安全意識の高揚を図ります。
 ・ 防犯カメラの設置、自治会防犯灯および通学路防犯灯の整
備やＬＥＤ化を進めます。

 ・ 行政機関相互の連携の強化を図り、消費生活相談体制と市
民相談等への体制の充実を図っていきます。

 ・ 水道事業はより一層の安全性の向上を目指し、施設の更新
や老朽管の布設替による管路網の整備を進め、併せて耐震
化を推進します。

 ・ ＩＣＴ技術の積極的、効果的な活用を図ります。

 ・ 公共交通の利用しやすい環境整備を図ります。また、高齢
者等の買い物や通院時の需要に応えられるよう、新たな移
動形態を導入します。

 ・ 市街地の地域活性化を支える幹線道路網の整備を進める
とともに、都市幹線道路、地方幹線道路の整備を推進しま
す。

 ・ 橋りょうの長寿命化修繕計画に基づき、計画的かつ予防的
に修繕することで橋りょうの長寿命化を図ります。

 ・ 商工会などの関係機関と連携し相談支援体制の充実に努め、
新規創業者の育成と魅力ある店舗作りを支援していきます。

 ・ 個人商店においては、後継者対策として事業承継支援に努
めるとともに、従来の空き店舗対策をより充実し、商店街の
空洞化対策に努めます。

 ・ 地域における必要な店舗の進出を促すとともに、地域の課
題に対応するコミュニケーションサービスの育成・支援を
促進します。あわせて、中山間地域でも起業ができる環境整
備についても支援していきます。

 ・ 六次産業促進事業の実施により、「あいらブランド」の普及
を図るとともに、本市の農林水産業を応援する消費者ネッ
トワークの設立や、関係団体との連携を更に進め、ＰＲ活動
を積極的に行い販路拡大の支援を行います。

 ・ 農産加工品等の新商品開発を支援するとともに、農林漁業
者とその隣接分野の事業者及び商工会などの関係機関との
協力体制確立のためのマッチングを進めます。

 ・ 農商工連携の観点から、特産品等を使った商品開発に向け、
関係機関・団体と検討を進めます。

 ・ 工業用地の整備・供給などにより企業誘致を積極的に推進す
ることに加え、企業間の連携を推進するなど、既存企業を支
援することで、雇用の拡大と定住人口の増加、市民所得の向
上を図ります。

 ・ 地元で働く意欲のある人に対し、職業能力を開発する機会の
充実を図るとともに、就労に向けた職業紹介や相談体制の充
実など、ハローワークと連携した雇用対策を進めます。

 ・ 観光資源の魅力を積極的に活用し、民間や広域との連携を
強化しながら、効果的なプロモーションによりこれまで以
上に多くの観光客が訪れるまちを目指します。

 ・ 歴史探索等の体験をはじめ、農業や漁業体験、芸術文化や食
等に関する体験プログラムを充実し、魅力ある体験型観光
を推進します。

 ・ 外国人観光客の誘客につなげるため、多言語対応などの環
境整備により、受入体制を強化するとともに、ＳＮＳを活用
した情報発信に取り組みます。また、観光案内機能等の充実
を図りながら、地域全体でおもてなしの向上を図るために
市民参加、市民意識の高揚に努め、その推進を担う組織の強
化に取り組みます。

 ・ 広域的な取組の推進状況を踏まえ、共通する課題や連携し
て進めるべき事業については、協議を進め成果が表れるよ
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少子化の進行により将来的な人口の減少が見込まれる中、
若年層の人口流出を減少させるとともに、地域社会や地域経
済の活力を維持していくことは重要な課題となっています。
2016年(平成28年)３月に策定した「姶良市総合戦略」で

は、「姶良市人口ビジョン」や国の「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を踏まえ、次の４つの基本目標を設定するとともに、
総合戦略の計画期間である2019年度までに達成すべき成果
を数値目標として設定しています。

姶良市総合戦略の推進1

本市の人口構造の特徴の一つに、15歳から24歳までの世代の転出者が多いことが挙げられます。これは、市外の高校や大学への進
学や卒業後の就職などにより本市を離れる若者が多いことを示しています。
一度市外に転出した若者が地元に戻るきっかけをつくる、あるいは、地元で進学ができる機会を創出するために、時代に即した力を養成す

る教育機関の創設を目指し、教育から就職までを本市内で完結し、若者が地元に定着する取組を進めます。

次代を担う子どもたちの夢と希望をはぐくむ高等教育機関の創設2

本市では、希望する人が安心して子どもを生み育てられるまちづくりを推進し、妊娠・出産・子育てにおいて切れ目のない支援に取
り組んでいます。子育てコンシェルジュや育児相談、ファミリーサポートセンターなど、子育てに対する情報発信を強化し、子育て世
代一人一人に寄り添った取組を更に推進します。
また、共働きや就業形態の多様化、家庭・家族の多様な形態により、子育て世代への精神的、経済的負担は非常に大きくなっています。

誰もがいきいきと輝き、子育てをするには、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を図られる社会の環境基盤の充実が必要です。
子育て世代の拠り所となるような、天候に左右されない子どもの遊び場や親子が相互交流できる場所として、そして気軽に育児相
談ができる窓口が一体となった施設の創設により、大人も子どもも、のびのびと豊かに過ごせる環境を整備します。

子育て世代を全面的に支援する環境づくりの推進4

本市では超高齢化社会の進行が続いており、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2025年には全市民の約34%が65歳以
上、そして約20％が75歳以上になると見込まれています。このような流れに対しては、健康寿命を延伸することが重要となります。全
ての市民が元気に過ごすことができる時間を増やすことで、医療費の適正化が図られるとともに、地域全体の活力も生まれます。
そのため、日頃から健康づくりを積極的に行うことができる環境づくりとして、大型グラウンドゴルフ場の整備を推進します。グラ
ウンドゴルフは生涯スポーツでもあることから、健康づくりだけではなく、世代間交流、地域間交流のツールとしても活用が期待でき
ます。
あらゆる世代の市民が日頃から健康づくりに励み、生涯健康に過ごすことができるまちづくりを推進します。

生涯健康のまちづくりの推進5

姶良庁舎本館は1960年(昭和35年)、蒲生庁舎本館は1954年(昭和29年)、加治木庁舎南庁舎は1960年(昭和35年)、同北庁舎は
1963年(昭和38年)に建設され、いずれの庁舎も建設後50年以上が経過し、建物や設備の老朽化やスペースの不足もあり、行政機能に
支障を来しています。また、東日本大震災や熊本地震では、多くの行政庁舎が被災し、その機能を十分に果たすことができない状態と
なりました。そのため、災害時における市役所の役割の重要性から、行政庁舎は災害対策拠点としての機能を維持できる、災害に強い
建物であることが求められています。
このことから、本庁舎と総合支所庁舎の整備については、地域防災拠点としての機能、まちづくりの拠点としての機能、多様化する
市民ニーズに応えることができる機能などを兼ね備え、環境に配慮した人に優しい複合新庁舎として整備を推進します。

複合新庁舎整備の推進6
本市には５つの駅があり、本市へのアクセス性を高めています。移住・定住施策を推進するためにも、交流人口を増加させることは
大変重要となっています。特に帖佐駅は、大型商業施設の立地により、乗降者数は増加しており、駅利用者の利便性向上を図ることは
重要な課題となっています。また、駅利用者数の増加は、駅周辺の地域経済の活性化を促し、市に新たな賑わいをもたらします。そのた
め、市の玄関口である帖佐駅前に市民や観光客が集うことができる交流広場の整備を図るとともに、主要施設までのアクセス道路の
整備も併せて推進します。
本市が有する観光地への導線において、駅は重要な観光拠点施設の機能も担っています。観光を目的として本市を訪れる駅利用者
が増加することにより、駅周辺や観光地だけではなく、「まち歩き」と組み合わせることで、その周辺部も含めて広域に波及する効果が
期待できることから、駅から所要な観光地までの公共交通網を整備し、駅を中心としたまちづくりを推進します。

駅を中心としたまちづくりの推進3

前期基本計画の期間において、特に重点的、優先的に政策分野の枠を超え、市一丸となって実践していく施策を「重点プロジェク
ト」として位置づけ、事業を展開していきます。
重点プロジェクトに位置づける施策としては、政策誘導効果により目標人口を達成し将来の人口減少を克服する「姶良市総合戦
略」の推進、次代を担う子どもたちの夢と希望をはぐくむ高等教育機関の創設、駅を中心としたまちづくりの推進、子育て世代を全面
的に支援する環境づくりの推進、生涯健康のまちづくりの推進、複合新庁舎整備の推進を位置づけます。

重点プロジェクト

魅力あるまちをつくり、新しい人の流れをつくる　～訪れるなら“あいら”～
【数値目標】　５年間の社会増　　　3,300人

結婚・妊娠・出産・子育ての希望を実現する　 ～子育てなら“あいら”～
【数値目標】　５年間の出生数　　　3,260人

生涯すこやかで、いきいきと暮らし、支え合える地域をつくる ～住むなら“あいら”～
【数値目標】　2019年(平成31年)の住民基本台帳人口　77,500人

地域資源を活かした活力ある産業、雇用をつくる　 ～働くなら“あいら”～基本目標 1

2

3

4

基本目標

基本目標

基本目標

【数値目標】５年間の新規就業者数　　9,000人

現状
（2017）

目標
（2026）

算出方法 : 総務省　住民基本台帳人口異動報告

▲１５５人
目標指標

目標指標

目標指標

目標指標

目標指標

15歳から24歳までの転入超過数 ▲２２１人
約30%の減少

「快適で暮らしやすいまち」であると感じている
市民の割合

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法 : 市民満足度調査
8.4ポイントの増加

35.0％
26.6％

現状
（2017）

目標
（2022）

算出方法 : 市民満足度調査

安心して子どもを育てることができる「まち」
と感じる市民の割合

14.8ポイントの増加

50.0％35.2％

現状
（2015）

目標
（2022）

算出方法 : 生活習慣実態調査

男性  40％
女性  35％

1日30分以上の運動を週2回以上実施し、継続
している人の割合

男性　25.95％
女性　22.0 ％

約14ポイントの増加

現状
（2018）

目標
（2023）

算出方法 : 複合新庁舎整備事業進捗率

完了複合新庁舎整備 未了
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姶良市　企画部　企画政策課お問合せ先

第2次姶良市総合計画　概要版（2019年3月）

〒899-5492　姶良市宮島町25番地
TEL（0995）66-3111  FAX（0995）65-7112
E-mail:kikaku@city.aira.lg.jp

ホームページで詳しい内容をご覧いただけます。　http://www.city.aira.lg.jp/


